
１人ひとりが避難の手順を決めるプロジェクト 事例集 

 

【市町村名、地区名】関市武儀地区、上之保地区、富野地区 

【名称】一人ひとりが安全な避難を考える勉強会 

【対象者】関市各地区の住民 【人数】以下参照 

【取組みのきっかけ】 

平成３０年７月豪雨の際に、「どこに避難すれば良いか」

という問い合わせが市役所に多数あり、住民の方が避難のた

めの安全な場所が分からないという実態があった。 

 

また、平成３０年度に実施した上之保地区のモデル事業を

経て、取組みを市内の各地区に展開し、災害に強い関市づく

りを目指す。 

 

【実施までの運び】 

○主催者 

 関市危機管理課 

○活用した機会 

平成３１年度から災害・避難カード作成事業を実施し、防災講演会や住民勉強会等の機会を創設

した。 

○取組みの全体計画 

 全４回の取組みを一連の流れとし、武儀地区２６自治会、上之保地区８自治会、富野地区１９自

治会があるなかで各地区の住民を対象とした災害リスクについての全体講話の実施、自治会や消

防団の代表者等地域で核となるリーダーの養成を経て各自治会単位で独自に災害・避難カードの

取組を行い、さらには避難所開設等の防災の仕組みづくりに繋げることで、災害に強い地域づくり

を目指す。 

 〔第一回〕 

各地区にお住いの住民を対象に、平成３０年７月豪雨を受けた課題や取るべき行動を改めて

考え、地区全体で共有をすることで災害に対する意識の向上を図る。 

 〔第二回〕 

各自治会、各組織の代表者等向けに、防災に関する意識付け、住民が同じ方向を向くためのき

っかけづくりを実施し、取組みをけん引する地区のリーダーの養成を行う。 

〔第三回〕 

各自治会の住民が参加し、自治会の住民一人ひとりが災害リスクについて考え、避難の手順

を決めて災害・避難カードを作成する。 

〔第四回〕 

第一回～第三回までの取組を踏まえ、各自治会が主催する。自治会単位での災害に備える仕

組みづくり（避難所開設等）の合意形成の話し合いを継続して実施。 



【実施内容】 

第１回 地区別講演会 

○講師：清流の国ぎふ防災・減災センター 村岡准教授 

○実施日：武儀地区 ６月１４日（金）１９：３０～２１：００  ２９名参加 

上之保地区６月２１日（金）１９：３０～２１：００  １０２名参加 

富野地区 ８月２日 （金）１９：３０～２１：００   ４０名参加 

○周知・案内 

   関市から開催地域にお住いの方へ案内文書の配布や自治会長からの参加の呼びかけを実施。 

   開催地域限定で同報無線放送及び登録制メールの配信により周知。               

○事前準備 

会場準備：説明用パワーポイント                

配布資料：関市土砂災害ハザードマップ、屋内危険性チェック   

○当日の講師・スタッフ 

講師１名（清流の国ぎふ 防災・減災センター 村岡准教授） 

スタッフ５名（市危機管理課４名） 

○流れ 

 事業概要の説明（危機管理課）（５分） 

 防災に関する講演（岐阜大学講師）（７０分） 

 避難に関する市からのお願い事項（１０分） 

 今後の取組みについて（５分） 

 

第２回 地区別全体勉強会 

○参加者：自治会長、防災部長、防災組織役員（指導員、友の会など）、消防団員、社協役

員、民生委員、駐在所署員、中濃消防組合、小中学校職員、ＰＴＡ役員、保育園職

員など地域の推進役になってもらう方 

○実施日：武儀地区 ８月１日（木）１９：００～２１：００  ４６名参加 

上之保地区８月２７日（火）１９：００～２１：００  ４８名参加 

富野地区 ９月１９日（木）１９：００～２１：００  ３２名参加 

○周知・案内 

関市から開催地域にお住いの方へ案内文書の郵送や自治会長からの参加の呼びかけを実施。 

○事前準備 

会場準備：説明用パワーポイント、洪水ハザードマップ、サインペン（人数分）、付箋 

配布資料：次第、関市土砂災害ハザードマップ、伊勢湾台風フォーラム案内チラシ 

災害・避難カード（Ａ３判） 

※災害・避難カードは岐阜大学村岡准教授監修のもと関市で独自に作成。 

○当日の講師・スタッフ 

講師２名（岐阜大学防災・減災センター 村岡准教授、小山准教授） 

スタッフ８名（市危機管理課５名、県防災課３名） 

○流れ 

本日の趣旨説明（関市危機管理課）（５分） 

武儀地区の取組みの説明（関市防災部長、岐阜大学講師）（２０分） 



ワークショップ（岐阜大学講師）（９０分） 

次回の勉強会について（５分） 

 

第３回 自治会ワークショップ 

○参加者： 各自治会の住民 

○実施地区：武儀地区  ２６自治会（６回）  約１５名／回 

上之保地区 ８自治会（３回）   約２４名／回 

富野地区  １９自治会（５回）  約１９名／回 

 各１９：００～２１：００   

○周知・案内 

   関市から開催地域にお住いの方へ案内文書の配布や自治会長からの参加の呼びかけを実施。 

   開催地域限定で同報無線放送及び登録制メールの配信により周知。                                             

○事前準備 

会場準備：説明用パワーポイント、洪水ハザードマップ、サインペン（人数分）、付箋  

配布資料：災害・避難カード（Ａ３判）、関市土砂災害ハザードマップ、アンケート調査票       

○当日の講師・スタッフ 

講師１名（岐阜大学防災・減災センター 村岡准教授） 

スタッフ４～６名（市危機管理課２～４名） 

○流れ 

 本日の趣旨説明（関市危機管理課）（５分） 

 ワークショップ（岐阜大学講師）（１１０分） 

 自治会での防災会議の実施依頼（５分） 

 

第４回 各自治会主体の防災会議 

○趣  旨：各自治会で、避難所開設等の合意形成の話し合いを継続して実施する。 

  ○自治会名：自治会連合会武儀支部 

○取組内容：地区防災計画策定のための協議の実施 

○実 施 日：令和元年６月２８日、８月２９日、１１月２８日 

  

市が実施する災害・避難カード作成事業と並行して、武儀地区自治会長会において地区防災

計画作成の協議を実施。 

《第１回目》 

武儀地区講演会を経て自助の重要性を理解したうえで、自治会の現状の防災体制を再確認。 

《第２、３回目》 

地区住民が自治会ワークショップで災害・避難カードの取組を実施し、早めの避難や日頃か

らの備えの重要性を認識したことを受け、地区全体での避難方法や、平常時の防災訓練等、地

区防災体制の構築を行う。 

上記の取組みを通して武儀地域の防災計画を策定することで、地域内の防災力強化を図る。

今後は、自治会長会等で策定した計画の定期的な見直しを実施する予定。 

 

 



 

 

【カードの様式】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【取組みの状況】 

○取組みの趣旨説明（関市危機管理課長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○講師による災害・避難カードの説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○７月豪雨の行動を振り返る参加者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

○完成した災害・避難カード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の展開】 

第３回自治会ワークショップに参加できなかった方への対策として、災害・避難カードと活用方

法の解説を対象地域の全世帯に配布すると共に、自治会単位で第４回の防災会議を計画していた

だくよう促す。 

次年度は浸水や土砂災害が懸念される６地域（板取・洞戸・武芸川・千疋・保戸島・下白金）に

対して事業を実施し、その後数年をかけて市内全域に展開する。 


